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第９章 イタリアにおけるアグリツーリズムについて 

―動向・制度的枠組み― 
 

平形 和世・國井 大輔・須田 文明  

 

１．はじめに 
 

2020 年 1 月 31 日，イタリア政府は国内で初めて新型コロナウイルス感染者が確認され

たため，緊急事態を宣言した。3 月には感染が全国に拡大することも視野に入れ，人の移

動や行動が制限されたが，5 月には制限を一部緩和し，諸活動と感染抑止の両立を図る措

置がとられている(1)。当然のことながら，こうした緊急事態はイタリア経済に危機をもた

らしたが，特に 2020 年前半は，アグリツーリズムも含め農業分野は大きな打撃を受けた

という（Ismea, 2020）(2)。イタリアのアグリツーリズムは，フランスやドイツ，英国等に

比べ遅れてスタートしたと言われる（山崎，2005）が，イタリアにおける農業の多角化

は EU 内でも進んでおり，農村地域に多くの観光客を迎え入れることで，農業収入を補い，

地域の活性化や発展に貢献するアグリツーリズムは，農業の多角化の重要な活動の一つと

して捉えられている。 

本稿では，農山漁村の所得向上と活性化を目的とする我が国の農泊推進の参考情報と

するため，イタリアのアグリツーリズムについてその動向と制度的枠組みを明らかにする。

まず次節で，イタリアのアグリツーリズムの動向について統計データに基づき把握した上

で，コロナ禍の実情を文献調査等により把握する。次に，イタリアのアグリツーリズムの

特色の一つである制度的枠組みについて解説し，アグリツーリズム農家の二事例を 2018

年と 2019 年に行った現地調査の結果を基に紹介する。最後に，イタリアのアグリツーリ

ズムの特徴を総括し，日本への示唆を考察する。 

 

２．アグリツーリズムの動向 
 

イタリアのアグリツーリズムは，アグリツーリズムに取り組む農家（以下，「アグリツ

ーリズム農家」）数や宿泊施設のベッド数といった供給面でも，旅行客の到着数や宿泊数

といった需要面でも成長し続けていたが，新型コロナウイルスの感染拡大により，特に需

要面で深刻な影響を受ける。以下では，イタリア国立統計研究所（Istat）の統計データ及

び農産物市場サービス研究所（Ismea）が発行するアグリツーリズムと多面的機能に関す

る報告書を基に，最近の動向も踏まえつつ，イタリアアグリツーリズムの概観を明らかに

する。 
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（１）供給面 

アグリツーリズム農家数は，伸び率は鈍化していたが，長年上昇基調にある。

Istat(2021)によると，コロナ禍にあって閉鎖する農家もあったが，新たに取り組む農家も

あり，2020 年は 25,060 経営体（前年比 2.0％増）となった。イタリアの総農家の約 2％に

当たる。2020 年の地域分布をみると，山岳地帯 31％，丘陵地帯 53％，平野部 16％で，北

部 44％，中部 37％，南部 19％で，近年大きな変化はない。州・自治県別では，中部丘陵

地帯のトスカーナ州が最も多く全体の約 2 割を占め，次いで北部山岳地帯のボルツァーノ

自治県が全体の約 13％を占める。また，イタリアには基礎自治体であるコムーネが約

8,000 あるが，その 63％に少なくとも一つのアグリツーリズム農家があり，トスカーナ州

とウンブリア州ではほぼ全てのコムーネにアグリツーリズム農家がある。100 以上のアグ

リツーリズム農家があるコムーネも九つあり，アグリツーリズムが盛んな地域がいくつか

あるとともに，全国的な拡がりがあるのがイタリアのアグリツーリズムの特徴といえる。 

最も普及している形態はレクリエーション・スポーツ・文化活動ができる宿泊施設で，

主な活動別にアグリツーリズム農家経営体数の推移をみると，第 9-1 図のとおり，宿泊施

設のあるアグリツーリズム農家は，アグリツーリズム農家全体の約 8 割を占め，全体とほ

ぼ同じ伸び率で増加しているのに対して，レクリエーション・スポーツ・文化活動ができ

るアグリツーリズム農家はここ数年微減傾向にあり，全体の約 5割（2020年）となってい

る。また，総アグリツーリズム農家に占める割合は最も低い（26％，2020 年）が，試飲

できる農家は近年急激に伸びている。 

 

第 9-1 図 アグリツーリズム農家数の動向（主な活動別）（2004 年～2020 年） 

資料：Istat (2015) 及び Istat (2021) を基に筆者作成。 
注．1 農家に 1 又は複数のアグリツーリズム活動の実施が認められる。 
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（２）需要面 

まずは，コロナ禍前の 2019 年の状況をみる。Ismea（2020）によると，アグリツーリズ

ムの到着数は 376万人，宿泊数は 1,406万人泊で，対前年比で各々9.6％，4.7％増加し，イ

タリア観光動向全体の各々2.9％，3.2％を占めた。また，ホテル（全体）の宿泊数は対前

年比 0.5％増加なのに対して，アグリツーリズムが分類される，ホテル以外の施設の宿泊

数は対前年比 4.3％増加した。ホテル以外の施設では，キャンプ場が約 4 割を占めるが，

近年微減や横ばいが続いており，観光客のための賃貸住宅（部屋，家，休暇用アパート等）

(3)や B&B（宿泊と朝食）は，対前年比で各々9.4％，7.2％の増加傾向となっていた。また，

需要の増加は近年緩やかだったが，そうした中で需要の増加を支えていたのは外国人（特

にドイツ人）で，総宿泊数に占める外国人宿泊数は約 6 割となっていた。 

こうした状況に対して，2020 年の統計データ（Istat,2021）をみると，アグリツーリズ

ムの到着数は 220 万人，宿泊数は 920 万人泊となり，対前年比で各々41.3％減，34.4％減

で，各々，2010 年以来最も少ない値，2010 年と同様の値だった。また，2020 年の宿泊数

は，過半の 6 割をイタリア人が占めることになった。 

 

（３）コロナ禍のアグリツーリズム 

2020 年のアグリツーリズム業生産額は 8 億 200 万ユーロで，対前年比 48.9％減となっ

た。しかし，ロックダウンやパンデミック封じ込めの制限の結果として，閉鎖されたアグ

リツーリズムも多いが，他方，宅配やテイクアウトサービスは提供されている

（Istat,2021）。 

2020 年にアグリツーリズムを廃業した農家 1,385経営体のうち，30％以上は宿泊施設や

飲食サービスを提供していない農家で，主に，試飲，トレッキング，スポーツ活動を行っ

ていた。他方，宿泊施設を提供する農家や飲食サービスを提供する農家や宿泊施設と飲食

サービスを提供する農家は各々1～2％しかおらず，コロナ禍において宿泊と飲食サービ

スが重要な鍵だったことがうかがえる。 

全国農村ネットワーク活動の一環として，パンデミックの影響を把握するため，500 以

上のイタリアのアグリツーリズム農家を対象とした調査が，州政府やアグリツーリスト協

会等の協力を得て 2020 年夏の後に実施された。その調査結果を紹介する（Ismea,2020）。

アグリツーリズム農家は，パンデミックの初めから収入の減少に苦しみ，前年と比較して

約 7 割の農家が 30％以上の減少を，さらに約 3 割の農家が 50％以上の減少があったと報

告されている。他方，約 3 割の農家が地元の人々によるアグリツーリズム（いわゆるマイ

クロツーリズム）に起因するサービス需要が前年と比較して増加，また約 2 割の農家が近

場の顧客により，前年と比較して製品需要が増加している。また，コロナ前に農産物を購

入していたり，アグリツーリズムを利用したりしていた顧客の需要は安定していたとされ

る。アグリツーリズム農家は，特にインターネットや SNS，直接の連絡（電話や電子メー

ル等）を通じて，顧客との対話を続けた。対面でのコミュニケーションの代わりに，イン

ターネットやデジタル化が重要な役割を果たしたといえよう。コロナ禍以前の顧客との関
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係が生かされたのは宿泊だけではなく，農産物や食料品の販売においても重要なライフラ

インであった。約 2 割の農家が地元（半径約 150km）住民の要望に応じたことにより収入

が増加している。宿泊等のツーリズムが深刻な打撃を受ける中，新たな国内市場に敏感に

反応して，近場の需要を見いだしている状況がうかがえる。 

 

３．イタリアのアグリツーリズムの制度的枠組み 
 

（１）アグリツーリズム法制定までの経緯 

宗田（2012）によれば，イタリアでアグリツーリズムという言葉が最初に唱えられた

のは，アグリツーリズム組織「アグリツーリスト協会」が設立した 1965 年だという。農

村の過疎化が進み，地域経済が衰退する中，農業と観光を結びつけることで，新しい世界

を拓くという理念に基づいていた。とはいえ，母体となったイタリア農業連盟はイタリア

最古の農業団体で，当時は訪れる見込みがない観光客のために費用をかけて廃屋を改装す

ることは非難もされたという。しかし，環境団体はじめ，多様な組織と協力し，文化的・

政策的なプロモーションが続けられた。 

1973 年に，北部のチロル地方，トレント自治県の条例で，アグリツーリズムが定めら

れた。自治権を活用して宿泊施設，飲食施設に求められる防火・衛生基準を緩和し，農家

民宿経営を支援するねらいである。また EU の共通農業政策（CAP）による条件不利地域

農業への助成制度も発足し，イタリアのアグリツーリズムは大きく前進した。しかし，ア

グリツーリスト協会は，オーストリアのチロル地方の真似ではない，イタリア独自のアグ

リツーリズムへのこだわりがあった。1970 年代後半，フランスや英国の農村観光を調査

し，多様なイタリアの農業，多様なイタリアの農村の魅力を訴えるアグリツーリズムの可

能性を追求した。 

1985 年の「アグリツーリズム法」（1985 年 12 月 5 日の法律第 730 号）（以下，「1985 年

AT 法」）が制定された背景について，長手（1996）は，イタリア農業の斜陽化が進行する

中，農村地区の再興を志向するイタリア農林政策省は，農業活動の活性化と，環境保護を

もねらいとし，これにツーリズムを結びつけたアグリツーリズムの推進を政策課題として

考えるようになったと説明している。 

 

（２）アグリツーリズム法の概要 

1985年 AT法は，第 2条で「アグリツーリズム活動とは，民法 2135条の農業経営者（及

びその家族）が，専ら行う観光客の受入れ，接遇を意味する。自身の農場を利用すること

によって，耕作，林業，牧畜が継続され，これを補完する関係となる。アグリツーリズム

活動の発展は，本法律の規定を守る限り，基本的な農業目的の逸脱とはならない。」(4)と

規定している。つまり，本法の対象は，農業経営者が農業を補完するものとして行うアグ

リツーリズム（活動）と限定している。そして，その活動は，「季節的接遇の提供，キャ

ンプ者には滞在用オープン・スペースの提供」，「飲食の提供，飲物は地場産を主体とし，
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それには通常アルコールや度数の高いアルコールも含まれる」，「農家の敷地の範囲内での

レクリエーション活動や文化活動の組織化，製品，飲料食品全てその農家の生産したもの

で，外部の加工は加えてあっても，材料はその農家のものが使用される」と定められてい

る。 

長手（2000）によれば，1985 年 AT 法により，アグリツーリズムに対する認識が深まり

出したものの，1992 年イタリア農林政策省は，回章第 10 号で「アグリツーリズムが農村

における仮面をかぶった観光活動であってはならない」として，商業化への傾斜に歯止め

をかけなければならなかった。この背景には，北欧において多様な形で組織化され普及し，

次第に南へ伝播してきたルーラルツーリズム現象があったためであるが，実際にはアグリ

ツーリズムとルーラルツーリズムの区別は十分でない場合もあったようである。 

1985 年 AT 法制定後 20 年が経過し，アグリツーリズムに携わる農家数はほぼ 2 倍とな

った。しかし，実情とそぐわなくなった点を改めること等が求められるようになり，

2006 年，新法律（2006 年 2 月 20 日の法律第 96 号）（以下，「2006 年 AT 法」）が成立する

（萩原，2008）。以下，1985 年 AT 法と比較しながら，主な改正点について解説する。 

まず，アグリツーリズム活動については，農業経営者及びその家族に加え，有期，無

期又はパートタイムの雇用労働者が従事することができると定められた。また，付加的な

活動やサービスについてのみ外部の主体に援助を求めることとも認められた。 

また，活動については，以下の 4 項目「宿泊施設，又はキャンプを行う者が滞在するた

めの屋外空間の提供」，「主に，自家生産物及びその地域の農業経営者の生産物から作られ

た飲食物の提供。そして，DOP（保護指定原産地表示），IGP（保護指定地域表示），DOC

（統制原産地呼称）及びDOCG（統制保証原産地呼称）の表示を有する地域特産の生産物

又は伝統的農産物加工品の全国リストに含まれた生産物を優先する」，「ワインの提供を含

む農場生産物の試食・試飲を企画すること」，「経営者が利用可能な所有地の外部も含め，

必要があれば地方自治体との協定によって，地域及び農村遺産の有効活用を目的とした，

レクリエーション活動，文化的活動，教育的活動，スポーツ活動，エクスカーション及び

乗馬観光を企画すること」が掲げられ，1985 年 AT 法に比べるとかなり具体的に内容が定

められた。特徴としては，自家及びその地域の農産物等の提供に加え，地域特産品等を優

先させることが明記され，また，経営者の所有地以外での活動も含まれるようになった点

等である。 

さらに，アグリツーリズム業を経営する際の手続について，1985 年 AT 法では，まず所

在地のコムーネに申請し，コムーネ長の認可を得てから，州が作成する有資格者リストへ

の登録が必要であったが，2006 年 AT 法では，活動開始のコムーネへの届出をもってアグ

リツーリズムの営業を始められ，事業者にとって開業手続が簡素化された。あわせて，州

は，AT 業の営業資格証明書を取得させるために，農業人材養成機関を通して，AT 業者団

体の協力により，準備講座を企画することができるとも規定された。2006 年 AT 法制定に

は，農業・農村の変化に対応させるとともに，国と州の権限配分を見直す憲法第 5 章の改

正に適合させる（芦田，2006）との意図もあり，国と地方自治体の役割が明確化されて
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いる点も特筆すべき点であろう。アグリツーリズムの全国的な均質性の観点から，農林政

策省は，全国同一の格付基準を定めるとともに，地域特性に基づく評価パラメータの州に

よる利用法の決定，また，アグリツーリズム振興のための 3 か年計画の策定，さらに，全

国レベルの代表的なアグリツーリズム業者団体が参加するアグリツーリズム全国監視機関

の設置，州等から送付された情報を基に，年次報告の刊行や提言等も行うこととされた。

他方，州は，以前から行政上の基準，制約，義務等を定めていたが，農業とアグリツーリ

ズム業の結合関係の評価のための基準についても，農業経営に必要な労働時間に準拠して

定めるとされた（第 9-1 表）。 

 

第 9-1 表 2006 年 AT法の主な条項 

国（農林政策省） 州等 

格付（第 9 条） 
・農林政策省は，AT の需要供給の関係をより透

明かつ均一にするため，生産活動省の意見を聴

取し，国，州並びにトレント及びボルツァーノ

特別自治県間の関係整備のための常設会議にお

いてあらかじめ合意した上で，全国同一の格付

基準を定めるとともに，地域の特性に基づく評

価パラメータの州による利用方式を決定する。 
AT の計画及び展開（第 11 条） 
・農林政策省は，州及び自治県と合意し，かつ，

全国レベルでも最も代表な AT 団体の意見を聴

取した上で，全国及び国際市場におけるイタリ

アの AT の促進を目的とする，毎年更新可能な

3 か年計画を策定する。 
AT 全国監視機関（第 13 条） 
・農林政策省に，全国レベルの代表的な AT 業者

団体が参加する AT 全国監視機関を設置する。 
・AT全国監視機関は，州及び AT業者団体より提

供される情報の収集及び整理を行い，毎年，

AT の実態に関する年次報告を刊行するととも

に，外国の経験をも参考として，発展のための

提言を行う。 
 

AT 業のための家屋（第 3 条） 
・州は，類型学的及び建築学的特性並びに位置する地点の景

観及び環境の特色を考慮し，AT 業の経営を目的として，

農業経営者が使用している現存の建築遺産を修復する措置

を定める。 
AT 業の基準及び制約（第 4 条） 
・州は，AT 業実施のための基準，制約，管理義務を取り決

める。 
・農業と AT 業の結合関係の評価のための基準を，特に農業

経営に必要な労働時間に準拠して定める。 
・州の特色づけに資する目的で，飲食の提供について，法律

に掲げる基準を考慮しつつ規定する 
保健衛生に関する規定（第 5 条） 

・AT 業のために利用すべき不動産及び施設の保健衛生上の

要件は，州によって定められる。 
資格及び租税上の規則（第 7 条） 

・州は AT 業の営業資格証明書の発行のための方式を定め

る。証明書を取得させるために，州は，農業人材養成機関

を通して，最も代表的 AT 業者団体の協力により，準備講

座を企画することができる。 

AT の計画及び展開（第 11 条） 

・州は，乗馬観光の事業を促進する目的で，AT 農場におけ

る乗用馬の購入及び飼育並びにそれに係る収容及び調教の

ための施設整備を奨励助成することができる。州は，さら

に，AT 業の最も代表的な団体と共同で，研究，調査，実

習，人材育成及び普及活動を通して，AT の発展を支援す

る。 

AT 全国監視機関（第 13 条） 
・農林政策省の方針及び管轄調整の展開に有益な情報を提供

し，かつ，経験を全国レベルで伝達及び相互交換すること

を目的として，州は，毎年，農林政策省に，管轄地域にお

ける AT の実態に関する概括的な報告書を提出する。 

資料：萩原(2008)を基に筆者作成。 
注．表中の AT はアグリツーリズムを指す。 
 

（３）アグリツーリズムの格付制度 

2013 年，アグリツーリズムの需給関係をより透明かつ均一にするため，2006 年 AT 法

に基づき，全国のアグリツーリズム農家の分類基準を定め，5 段階の格付制度が発足した。
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イタリアには 20 州あり，各州が独自にマークを作り，それぞれの基準によって格付を行

っていたが，国としては，全国的にアグリツーリズムを推進するために，統一したマー

ク「agriturismo italia」の作成及び格付制度の導入に至った。これにより，アグリツーリズ

ムが提供するもてなしの快適さ，サービスの種類，環境（自然，景観，静けさ）などが

一般に提示されることになる。制度創設に当たり，農林政策省は各州政府とイタリアア

グリツーリズム協会と協力して，イタリア人及び外国人観光客需要を把握するため調査

研究を行った。その結果，多くの地域の特異性も踏まえつつ，認可を受けたアグリツー

リズム農家であれば，いずれかのクラスに分類される単純なスコアリングシステムが導

入された。こうした制度の導入は国際市場にとっても有益であると考えられている。 

各州は，マーク「agriturismo italia」使用のライセンスを付与するための規則と手続を

定める必要があるが，州政府が地元の農業生産の構造的な特徴，集客構造，生産体系の

事業規模，景観の特徴，土地利用や伝統といったその農業の実情に合わせて，国の要件

を適宜変更することもできる。法整備ができた州から順次格付を実施しており，2020 年

現在完了しているのは 11 州 4,799 経営体で，各州の状況は以下のとおりである（Ismea，

2019；2020）（第 9-2 表）。 

 

第 9-2 表 格付されたアグリツーリズム農家数（州別） 

単位：経営体 

州 2019 年 2020 年 
トスカーナ 1,633 1,986 
ウンブリア - 736 
リグーリア 550 550 
ロンバルディア 462（推定） 525 
エミリア・ロマーニャ 324 467 
フルウーリ ヴェネツィア・ジュ―リア 131 136 
サルデーニャ 107 130 
バシリカータ 31 85 
リゾオ - 71 
モリーゼ 71 69 
バレダオスタ - 44 
イタリア全体 3,309 4,799 

資料：Ismea (2019) 及び Ismea (2020) を基に筆者が作成。 
注.ウンブリア，リゾオ，バレダオスタについては，Ismea (2019) に記載がないため，「-」と表記。 

 

格付基準は，七つのテーマ（ビジネスと景観，受付とマネジメント，宿泊施設のサー

ビスと設備，キャンプのサービスと設備，料理サービスと管理，レクリエーション活動

サービス，農業生産活動）で，5 段階で評価される。マーク「agriturismo italia」には，ひ

まわりの中に，農家，木，イタリア国旗が描かれ，5 段階の格付はマーク下部に位置する

1～5個の太陽のマークで示される（第 9-2図）。なお，格付は Ismea（イタリア農業食料市

場サービス研究所）が行っている(5)。 
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また，全国アグリツーリズムポータルサイト「agriturismo italia」ウェブサイト(6)では，

全国のアグリツーリズム農家のリストが掲載されている。地図アプリ上に農家がマッピ

ングされ，農家の宿泊の有無，飲食の有無，活動内容等の情報だけでなく，農業データ

（全国農業情報システム（SIAN）(7)の農家の関係書類から抽出）も掲載されている。ま

た，州ごとに歴史的特徴，地理的説明，自治体リスト，伝統的な農産品・食品，お祭

り・イベント等もまとめられている。ポータルサイトは 10 か国語でみることができ，内

容は限定されるが日本語ページもある。SNSとも連携して積極的に情報発信が行われてい

る。 
 

 

第 9-2 図 イタリアアグリツーリズムのマーク 

資料：Agriturismo italia（2022）より転写。 
 

（４）州の法的枠組み 

2006 年 AT 法に基づき制定されるアグリツーリズムに関する州法は，制定時期や枠組み

は様々で，2006 年 AT 法制定以前に制定されたものもあれば，農業・農村関連の規律にお

いて規定される場合もあるが，適宜改正されている。本稿では，いくつかの州を例に挙げ

て，その内容を解説する。 

 

１）アグリツーリズム業の位置づけ 

州法では，アグリツーリズム業実施のための基準，制約，管理義務を定めるとともに，

農業活動に対するアグリツーリズム業活動の割合を評価のための基準を，労働時間に準拠

して定めることとなっている。つまり，アグリツーリズム活動としてみなされるためには，

農業活動に必要とする労働時間より少ない時間である必要があるが，農家が行った農業や

アグリツーリズムに使った労働時間を書類で証明するのではなく，州があらかじめ，耕作
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や飼育，農産物の加工や直売，アグリツーリズムの運営に必要な平均労働時間（基準）を

示すことが求められている（Ismea,2019:76）。 

トスカーナ州の例を取り上げると，2003 年に制定されたトスカーナ州のアグリツーリ

ズムに関する州法では，「1 年間でアグリツーリズム業を行うために費やされる時間は，

農業に費やされる時間よりも少なくなければならない。又は，年間農業生産の販売総額

（補助金含む）はアグリツーリズム業からの収入より高くなければならない。」と規定し，

施行規則でその詳細を定めている（第 9-3 表，第 9-4 表）。 

 

第 9-3 表 トスカーナ州：労働時間の基準（農業） 

製品 栽培（ha／年） 転換 販売 
野菜 600 時間 +20％ +20％ 

牧草地 15 時間 0 +10％ 
オリーブ 350 時間 +10％ +20％ 
ぶどう 500 時間 +20％ +20％ 
苗床 2,100 時間 +20％ +20％ 

資料：トスカーナ州政府観光局への調査を基に筆者が作成。 

 

第 9-4 表 トスカーナ州：労働時間の基準（アグリツーリズム業） 

アグリツーリズム業のタイプ 労働時間／年 
アグリツーリズム：部屋と住居（一体型）食事なし 80 時間／ベッド 
アグリツーリズム：部屋と住居（一体型）2 食 120 時間／ベッド 
アグリツーリズム：部屋と住居（一体型）3 食 135 時間／ベッド 
アグリツーリズム：飲食のみ 25 時間／テーブル／場所 
アグリキャンプ：8 名（食事なし） 8 時間／顧客 
アグリツーリズム（教育農場）：4 時間／人・15 活動 4 時間／人／活動 

資料：トスカーナ州政府観光局への調査を基に筆者が作成。 

 

農業が主たる活動であることを示すために，こうした基準が定められ，農業活動が優

位であることを計算することになってはいるが，実際には，州間で試算に著しい違いが見

られたり，年によって変化があっても実際には見逃すことになったりと様々課題を含んで

いる（Ismea,2019:76）。 

 

２）受入限度や農産物の由来 

宿泊，キャンプ場，飲食に関する受入限度や，飲食に使用する農産物の由来について

も，州法で，地域の特性を踏まえ定めている。 

受入限度に関して，例えば，トレント自治県では，宿泊については 30 台ベッド（最大

15室又はアパートメント 6室），キャンプ場については 15ピッチ，30名，飲食に関して，

山小屋除き 60 テーブル以内の制限を設けている。また，トスカーナ州ではキャンプ場は

農地 1 ヘクタール当たり最大 6 名，35 ピッチ，90 名以内との規定があるが，宿泊や飲食
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については制限が規定されていない。 

飲食に使用する農産物の由来に関しても，例えば，エミリア・ロマーニャ州では，自

家農産物を最低 35％，自家農産物＋保護原産地呼称（DOP）・保護地理表示（IGP）・有機

的伝統的と保証された州の農産物を 80%，州の農産物から作られた手作り食品を最大

20％とされ，例外として山岳地域では自家農産物は最低 25％とされている。他方，トス

カーナ州では，明確な数値は記載せず，自家農産物を主とし，残りは州内の他の農家の産

物，トスカーナ州由来の産物又は認証された産物，短いサプライチェーンを尊重すると定

めており，州によってかなり様々であることがうかがえる。 

 

（５）アグリツーリズム農家の事例 

最後に，一例として，イタリアでアグリツーリズムが盛んな地域からアグリツーリズ

ム農家の事例を紹介する。調査時期は，いずれも 2018～2019 年に行ったものである。 

 

１）トスカーナ州のアグリツーリズム農家「Agriturismo Poggio Mario」 

畜産農家である夫婦（現在 60 歳代）の妻が 2001 年にアグリツーリズムを開業したが，

現在は，ホテル宿泊専門学校を卒業した娘が主体的に民宿（6 部屋）を経営している。農

場（経営面積は 27ha）では，羊 300 頭，牛（リムジン品種と在来種マレンマ），アヒル等

を飼養するほか，飼料用の小麦，大麦，牧草が栽培しているが，羊肉は欧州の地理的表示

産品（中央イタリアの羊肉 Agnello del Centro Italia IGP（保護指定地域表示））である。 

母親は，開業に当たって補助金を活用する予定だったが，40 歳をわずかに過ぎていた

ことから得ることができなかった。経営所得のうちアグリツーリズムによる部分は 35％

で，売上げが 33,000 ユーロを超えると農業税制ではなく，商業税制が適用になるため，

会計士とも相談しながら 30,000 ユーロ程度に抑えている。なお，旅行 EC サイトの

Booking.Com を利用しており 15%の手数料を支払っている。 

他の地域の観光シーズンは 7～8 月だが，ここは近所に温泉（Saturnia: thermal spring and 

rural development）があるため，年間を通じて観光客を受け入れている。2018 年は 1 年間

で 396 人（実数）の観光客が利用した。 
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第 9-3 図 Agriturismo Poggio Mario（アグリツーリズム農家）（左：外観，右：農場） 

資料：左：Agriturismo Poggio Mario のウェブサイト

(http://www.poggiomario.com/index.php/ea4/it/principale/Home_Page_1.ea4)から引用，右：筆者撮影。 
 

 

第 9-4 図 Agriturismo Poggio Mario（アグリツーリズム農家） 

資料：筆者撮影。 
注．左：主にアグリツーリズムを担う娘，右：アグリツーリズムを始めた母親。 
 

 

２）南チロル地方のアグリツーリズム農家「Agriturismo Oberhasler Hof」 

代々続く農家で，主に両親，息子（兄弟）の 4 名が従事しているが，祖父母と雇用者 1

名も働く。主にりんごとワイン用のブドウを生産しており，他にハーブやトマト等も栽培

している。経営面積は 20ha で，2 年前から有機栽培も始めている。アグリツーリズムは

2002 年に開業しており，3 棟のアパートメント（Wi-Fi 完備）を提供している。利用者の

ほとんどがドイツ人で，主に，4～11 月 1 週間程度滞在する。 

開業に当たっては，知り合いの設計士や大工に頼んで古い建物をリフォームした。り

んごは生産組合，ワインはワイン生産組合を通じて販売するが，敷地内の直売所でも販

売している。 
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第 9-5 図 Oberhasler Hof（アグリツーリズム農家）の外観 

資料：筆者撮影。 

 

 
第 9-6 図 Oberhasler Hof（アグリツーリズム農家）の内観 

資料：筆者撮影。 

 

 
第 9-7 図 Oberhasler Hof（アグリツーリズム農家）の直売所 

資料：筆者撮影。 

 
４．おわりに 
 

本稿では，まずイタリアのアグリツーリズムの動向について，需要と供給の両面から

捉え，コロナ禍の状況をも把握しつつ，最大の特徴であるアグリツーリズムの制度的枠組

みとこれに基づく国と地方の役割分担を明らかにした。そして最後に，一例として，アグ

リツーリズムが盛んな地域から取組事例を簡単に紹介した。 

イタリアのアグリツーリズムの特徴は，一つは，欧州諸国の中でアグリツーリズムと

しての歴史は比較的浅いが，アグリツーリズム法を制定し，その中でアグリツーリズムを

定義しつつ，農業を補完するものとして位置づけている点である。また，主たる農業と従
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たるアグリツーリズムとの関係はじめ，アグリツーリズムを運営する上で基準等について

は州法で規定することとなっており，地域の特性を考慮したルール作りができる点も特徴

の一つであろう。この点は裏返せば，地域に合った多種多様なアグリツーリズムを出現さ

せる素地があるということでもあり，こうしたことがアグリツーリズムの全国的な拡がり

をもたらしているとも推察される。宗田（2012）は，イタリアにある複数の農民組織が

それぞれアグリツーリズムを展開したことで，広がりと深さが生まれているとし，フラン

スやドイツでは農家民宿の全国組織は統一されており，地域色は豊かでもイタリアほどに

個性はないとも述べている。 

もう一つの特徴としては，アグリツーリズムで提供される食材について，地域産農産

物や品質保証されたものが求められる点である。飲食に使用する農産物の由来に関しては

州法で規定できるが，大前提として，2006 年 AT 法において，アグリツーリズムは，主に

自分の農園や地域の農園の農産物やそれらから作られた飲食物を提供し，そして，品質保

証された産品や製品を優先することが規定されている。ツーリズムを通して，旅行者の地

域の食や食文化，そしてそれを支える農業への関心を引き寄せている。 

イタリアと日本とでは，農業の特徴や農業構造はじめ，アグリツーリズムの発展過程

も異なり，日本においてもイタリアのような法的枠組みの必要性を説いているわけではな

いが，三点，我が国への示唆となりうる点として指摘したい。 

一つ目は，アグリツーリズムで提供される食材の地域産や品質へのこだわりである。

我が国でも地産地消がうたわれ，自家農産物や地域農産物が優先されるケースは多いと思

うが，前節で記述したとおり，イタリアでは州によっては割合まで細かく定めるケースか

ら，短いサプライチェーンを尊重するとだけ定めるケースもある。地域産を優先するルー

ルを明示することは，地域資源の活用，地域資源への誇りの醸成，他地域との差別性にも

つながるだろうし，旅行者の地域の食や農業への関心を高める機会にもなるだろう。 

二つ目は，宿泊施設の設備やレクリエーション活動に関する基準が定められており，

アグリツーリズムの質の観点からの管理徹底している点である。地域においてアグリツー

リズム起業向けの講習等が体系的に行われている場合もある(8)。基準によって格付（分類）

されることは質の高い農泊実現のためのモチベーションにつながるし，また，旅行客の農

泊地域や施設選びにおいてメリットとなる。 

三つ目は，コロナ禍の新たな市場にも素早く反応する柔軟性とビジネスマインドであ

る。イタリアのアグリツーリズムは，近年外国人旅行者に牽引されていたところがあった

が，コロナ禍では新たな国内市場に素早く反応し，また以前からの顧客との関係を維持し

続け，農産物や食料品の販売，マイクロツーリズム等を展開するレジリエンス（回復力）

を発揮した。こうした推進力は，2020年のアグリツーリズム農家が 484経営体の増加（対

前年比で 2％増）している点にも見て取ることができる。実際には，新しく 1,869 経営体

が参入している。イタリアの成熟したアグリツーリズム農家は一朝一夕で出来上がったも

のではないが，我が国でも，アグリツーリズム農家の人材育成等を強化することは，持続

可能な経営にも貢献するだろう。 
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イタリアのアグリツーリズムがどのような背景で，どのような議論があり，現在の制

度や施策になっているのか，また，コロナ禍において，どのようにしてできるだけ影響を

軽減しようとしているのか，またコロナ対策に限らず，持続可能な経営をどのように捉え

ているのか等，一連の流れで説明してきた。日本の農泊推進に当たって参考になれば幸い

である。 

 
注（1）芦田（2020c）では，移動の自由等に対してより厳しい制限を可能にする 2020 年 3 月 25 日緊急法律命令第 19

号「COVID-19 による疫学上の緊急事態に対抗するための緊急措置」に定める制限等が解説されている。また，

井田（2020）では，COVID-19（新型コロナウイルス感染症）に関する各国の緊急事態宣言や行動規制措置（外

出規制，営業規制等）について，その根拠となる法制を中心に紹介されており，イタリアは憲法の緊急事態に関

する規定によると考えられる国に分類される。 

（2）Ismea（2020）は，国家農村ネットワークプログラム計画 2019/2020 の一環として作成されたもので，2020 年

版は特に COVID-19 のアグリツーリズム等への影響を分析している。 

（3）alloggi in affitto gestiti in forma imprenditoriale（起業家によって管理される賃貸宿泊施設）のこと。 

（4）1985 年 AT 法の条文（他条も含む）については，長手（1996）を参考に筆者が翻訳。 

（5）2018 年 11 月 7～9 日，イタリアのボルツァーノで開催された第 1 回アグロツーリズム国際大会（Eurac 研究所

主催）におけるイタリア農業食料市場サービス研究所（Ismea）Umberto Selmi 氏の基調講演による。 

（6）http://www.agriturismoitalia.gov.it/flex/FixedPages/Common/Search.php/L/IT（2022 年 1 月 4 日参照） 

（7）SIAN は，イタリア農林政策省の様々な部門又は機関で使用されている単一の統合情報システム。

https://joinup.ec.europa.eu/collection/egovernment/document/italian-informative-agricultural-system-agea-sian（2022 年

3 月 1 日参照） 

（8）2006 年 AT 法第 7 条において州は準備講座を企画できると規定されている。五艘（2020）によれば，南チロ

ル農民連合傘下に発足したルーラルツーリズム推進組織のルーター・ハンは農家向けセミナー等を実施し，農家

が円滑にアグリツーリズムに参入できる支援体制を整えている。 
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